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本計画は、平成２７年３月に策定した「新庄市子ども・子育て支援事業計画」

のうち第２部各論「第２章 教育・保育の量の見込みと提供体制の確保」「第３

章 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保」の「量の見込

み」及び「確保の内容」を見直したものです。 

当初策定時の計画期間である平成２７年度から平成３１年度までの５年間の

うち、平成３０年度と平成３１年度の２年間について見直しを行い、見直しにあ

たっては、子ども・子育て会議において検討を行いました。 

 見直しの主な内容は、以下のとおりです。 

≪見直しの範囲≫ 

新庄市子ども・子育て支援事業計画のうち 

第２部各論 第２章 教育・保育の量の見込みと提供体制の確保 

       第３章 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

           の確保 

≪見直しの主な内容≫ 

【第２章 教育・保育の量の見込みと提供体制の確保】のうち 

１ 教育・保育の量の見込み（１ページ） 

就学前児童数推計人口について、平成２７年４月１日の計画時の推計 

値と実績値にかい離が生じているので、平成３０年度以降の就学前児 

童数推計人口について、見直しました。また、平成２８年４月１日時 

点の支給認定区分ごとの子どもの量の見込みの実績値と計画時にお 

ける推計値にかい離が生じているので、平成３０年度以降の支給認定 

区分ごとの子どもの量の見込みについて、見直しました。 

２ 教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期（２ページ） 

平成２８年４月１日時点の支給認定区分ごとの子どもの量の見込み 

の実績値と計画時における推計値にかい離が生じているので、平成 

３０年度以降の支給認定区分ごとの子どもの量の見込みについて、見 

直しました。また、量の見込みの見直しに伴い、確保の内容も見直し 

ました。 

【第３章 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保】のうち 

  ２ 地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

（３～１５ページ） 

     ・事業計画に記載している各事業において、平成２７年度及び平成 

２８年度の量の見込みの実績値を踏まえて、平成３０年度以降の量 

の見込み及び確保の内容を見直しました。 

・（１）利用者支援事業（新規）（３ページ） 

         平成３０年度から母子保健型での実施となり、説明文を変更 

しました。 

※その他は、平成２７年３月策定の「新庄市子ども・子育て支援事業計画」を踏 

襲します。 
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【新庄市子ども・子育て支援事業計画(３３～４６ページ)】 

第２章 教育・保育の量の見込みと提供体制の確保     

 

１ 教育・保育の量の見込み 

   

①これまでの利用実績                          単位：人(％) 

    項目 

調査年 

就学前 

児童数(全体) 

幼稚園 

児童数(割合) 

3-5 歳保育施設

児童数(割合) 

0-2 歳保育施設

児童数(割合) 

在宅子育て 

児童数(割合) 

Ｈ２３ 1,865(100.0) 405(21.7) 526(28.2) 295(15.8) 639(34.3) 

Ｈ２４ 1,809(100.0) 394(21.8) 558(30.9) 283(15.6) 574(31.7) 

Ｈ２５ 1,765(100.0) 340(19.2) 559(31.7) 296(16.8) 570(32.3) 

Ｈ２６ 1,707(100.0) 304(17.8) 546(32.0) 308(18.0) 549(32.2) 

（各年 4 月 1 日現在）                        資料：子育て推進課調べ 

 

ここ最近の利用実績をみると、幼稚園・保育所等を利用する割合は、就学前児童数全体の約

68％で、今後もこの傾向で推移するものと考えられます。また、幼稚園児童数は減少傾向にあ

り、保育施設児童数が増加傾向にあります。特に0-2歳の保育施設の需要については、今後増

加するものと考えられます。 

   

②ニーズ調査による利用意向割合                                       単位：人(％) 

  ニーズ調査 

標本数(全体) 

幼稚園 

希望数(割合) 

3-5 歳保育施設 

希望数(割合) 

0-2 歳保育施設 

希望数(割合) 

在宅子育て 

希望数(割合) 

利用意向 634(100.0) 126(19.9) 144(22.7) 168(26.5) 196(30.9) 

                          ※Ｈ２５実施のニーズ調査結果より 

 利用意向の算出にあたっては、ニーズ調査結果を基に、国が示す算出方法で積算したもので

あり、多少利用実績とは乖離があります。教育・保育施設等の利用希望総数の約 70％の方が保

育施設等希望しており、特に0-2歳保育施設を希望する割合が多くなっています。 

 

○これまでの利用実績、ニーズ調査による利用意向割合及び今後の就学前児童人口推計から、 

教育・保育の量の見込みを次のとおり設定します。   

   単位：人 

項目 

年 

就学前児童数 

(推計人口) 
１号認定子ども ２号認定子ども ３号認定子ども 

Ｈ２７（実績） １，６５３ ２８４ ４７５ ３１２ 

Ｈ２８（実績） １，６１１ ２７９ ４７６ ３３９ 

Ｈ２９（実績） １，５７９ ２２１ ５１９ ３４８ 

Ｈ３０（計画） １，５１９ ２２４ ５２１ ３５２ 

Ｈ３１（計画） １，４６８ ２１４ ４９８ ３５８ 

 
【１号認定子ども】満３歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前子ども  
【２号認定子ども】満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども（保育を必要とする子ども）  
【３号認定子ども】満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども（保育を必要とする子ども）  
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２ 教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

  ○教育・保育提供区域は新庄市全域を１つの区域とし、先に設定した量の見込みに対応するよう、 

教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期について、以下のように設定します。 

                                       単位：人  

○確保の方策 

 ・現在、給付対象外の認可外保育施設に入所している児童については、今後３年間で、認可保

育所や地域型保育事業などの給付対象施設移行へ向けた取り組みを行い確保します。 

 ・少子化の動向や３歳未満児の保育需要を踏まえ、公立・民間立保育所のそれぞれが担う役割

を重視しながら、施設の改編や定員の見直しを行い確保します。   

 実績値 

１年目(平成 27 年) ２年目(平成 28 年) ３年目(平成 29 年) 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

 量の見込み（必要利用定員総数） 284 475 312 279 476 339 221 519 348 

① 

 
 量の見込み（他市町村の子ども） 1 7 38 1 - 7 3 3 9 

② 

確 

保 

の 

内 

容 

給 

付 

対 

象 

教育・保育施設 

（幼稚園、保育所等） 
9 379 170 9 445 216 58 500 231 

教育・保育施設 

（他市町村の子ども） 
- - - - - - 1 - - 

地域型保育事業 

（小規模保育、事業所内保育等） 
- - - - - 87  - - 79 

地域型保育事業 

（他市町村の子ども） 
- - - - - - - - - 

給 

付 

対 

象 

外 

確認を受けない幼稚園 275 - - 270 - - 163 - - 

確認を受けない幼稚園 

（他市町村の子ども） 
1 - - 1 - - 2 - - 

認可外保育施設 - 96 142 - 31 36 - 19 38 

認可外保育施設 

（他市町村の子ども） 
- 7 38 - - 7 - 3 9 

②－① 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 計画値 
 

４年目(平成 30 年) ５年目(平成 31 年) 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

 

 

 

 量の見込み（必要利用定員総数） 224 521 352 214 498 358 

① 

 
 量の見込み（他市町村の子ども） 2 - 6 2 - 3 

② 

確 

保 

の 

内 

容 

給 

付 

対 

象 

教育・保育施設 

（幼稚園、保育所等） 
174 541 280 174 565 301 

教育・保育施設 

（他市町村の子ども） 
1 - - 1 - - 

地域型保育事業 

（小規模保育、事業所内保育等） 
- - 91 - - 75  

地域型保育事業 

（他市町村の子ども） 
- - - - - - 

給 

付 

対 

象 

外 

確認を受けない幼稚園 104 - - 104 - - 

確認を受けない幼稚園 

（他市町村の子ども） 
1 - - 1 - - 

認可外保育施設 - 19 21 - 6 15 

認可外保育施設 

（他市町村の子ども） 
- - 6 - - 3 

②－① 54 39 40 64 73 33 
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第３章 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保 

 

１ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

  ○量の見込みについては、これまでの利用実績、ニーズ調査による利用意向割合及び今後 

の人口推計から、各事業ごとに設定します。 

 

２ 地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

  ○提供区域は新庄市全域を１つの区域とし、各事業ごとに設定する量の見込みに対応する 

よう、提供体制の確保の内容及びその実施時期について、以下のように設定します。 

 

（１）利用者支援事業（新規） 

   

 

 

 

   

     

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【量の見込みと確保の内容】 

   

事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

利用者支援事業 

①量の見込み 0 箇所 0 箇所 0 箇所 1 箇所 1 箇所 

②確保の内容 0 箇所 0 箇所 0 箇所 1 箇所 1 箇所 

②－① 0 0 0 0 0 

保健師等の専門性を活かし、妊娠期から子育て期にわたり母子保健や子育て支援 

の情報提供及び相談・助言、関係機関との連絡調整等を行います。 

主に以下の内容で実施します。 

① 妊産婦、乳幼児等の支援に必要な情報を継続的に把握 

② 妊娠、出産及び子育てに関する相談、情報提供、助言・保健指導 

③ 支援を必要とする妊産婦等の支援プランの策定 

④ 関係機関との連絡調整、ネットワークづくり 

 

（関係機関との連携） 

 実施主体は、医療機関（産科、小児科等）や助産所、教育・保育・保健その他の子育

て支援を提供している機関のほか、児童相談所、保健所といった地域における保健・医

療・福祉の行政機関、児童委員、学校、ＮＰＯ法人等の関係機関・団体等に対しても本

事業の周知等を積極的に図るとともに、連携を密にし、本事業が円滑かつ効果的に行わ

れるよう努めることとします。 
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（２）地域子育て支援拠点事業 

 

 

 

 

 

 

【取り組み状況等】 

  ①地域子育て支援拠点事業（延べ利用人数）            （単位：人日）   

施設名称＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

新庄市地域子育て支援センター 4,742 3,727 4,662 

パリス保育園子育て支援センター 2,017 1,915 2,103 

新庄保育園子育て支援センター 764 681 742 

合   計 7,523 6,323 7,507 

資料：子育て推進課調べ 

②子育て相談件数                        （単位：件）   

施設名称＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

新庄市地域子育て支援センター 256 129 251 

パリス保育園子育て支援センター 166 160 163 

新庄保育園子育て支援センター 52 40 49 

合   計 474 329 463 

資料：子育て推進課調べ 

【参考】わらすこ広場（延べ利用人数）              （単位：人日） 

利用者＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

市内利用者 43,783 40,947 34,487 

郡内利用者 5,476 5,333 6,245 

郡外利用者 1,829 1,793 2,601 

合   計 51,088 48,073 43,333 

資料：子育て推進課調べ 

 

【量の見込みと確保の内容】                                               

 （単位：人日）  

事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

地域子育て支援拠点事業 

①量の見込み  7,116 6,726 6,650 6,650 6,650 

②確保の内容 7,116 6,726 6,650 6,650 6,650 

②－① 0 0 0 0 0 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談・助言、

情報の提供その他の支援を行います。 

主に以下の内容で実施します。 

①親子の交流の場の提供         ②子育てに関する相談・助言 

③地域の子育て関連情報の提供   ④子育て支援に関する講習等 
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（３）妊婦健康診査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取り組み状況等】 

  妊婦健康診査（指定医療機関実施）                     

（単位：枚）   

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

妊婦健康診査（1回目受診票）       270        292        303 

妊婦健康診査（2～14 回目受診票）         2,927         3,007         3,191 

資料：健康課調べ 

 

【量の見込みと確保の内容】                                                   

（単位：人）  

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

妊婦健康診査 

①量の見込み 409 365 400 400 400 

②確保の内容 409 365 400 400 400 

②－① 0 0 0 0 0 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、主に以下の内容で妊婦健康診査を実施しま

す。 

Ⅰ．回数・実施時期 

①初期～妊娠 23週：4週間に1回、②妊娠24～35週：2週間に1回、 

③妊娠36週～分娩：1週間に1回             合計 14回 

Ⅱ．検査項目 

●各回実施する基本的な項目 

①健康状態の把握（妊娠月週数に応じた問診、診査等） 

②定期検査 

③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に、必要に応じた医学的検査 

●上記以外の各種医学的検00査 

①血液検査（血液型、血算、血糖、B型肝炎抗原、C型肝炎抗体、HIV抗体、 

      梅毒血清反応、風疹ウイルス抗体） 

②子宮頸がん検診（細胞診） 

③超音波検査・・・必要に応じて実施していたが、H28年度からは４回実施。 

④B群溶血性レンサ球菌（GBS） 

⑤性器クラミジア抗原検査 

⑥ＨＴＬＶ－Ｉ抗体検査 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取り組み状況等】 

  乳児家庭全戸訪問                          

（単位：件、人、％）   

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

訪問件数         （Ａ） 283 267 301 

出生数          （Ｂ） 281 274 299 

訪問率        （Ａ／Ｂ） 100.7 97.4 100.7 

資料：健康課調べ 

 

・長期に里帰り先から戻ってこない場合は、里帰り先市町村に訪問を依頼しています。 

・家庭訪問の同意が得られない場合においては、保健センターへの来所をすすめるなど、全対

象者との面談に努めています。 

 

【量の見込みと確保の内容】  

                                              （単位：人）  

 

 

 

 

事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

乳児家庭全戸訪問事業 

①量の見込み 272 243 250 250 250 

②確保の内容 272 243 250 250 250 

②－① 0 0 0 0 0 

生後 4 か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養

育環境等の把握を行います。母子保健法による新生児・乳児訪問を「こんにちは赤ちゃん事

業」として位置づけ実施します。 

主に以下の内容で実施します。 

①乳児・産婦の心身の状態や養育環境の把握及び助言 

②育児に関する不安や悩みの聴取・相談 

③子育て支援に関する情報提供 

④支援を必要とする家庭に対する提供サービスの検討、関係機関との連絡調整 
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（５）養育支援訪問事業 

 

 

 

 

 

【取り組み状況等】 

  養育支援訪問                               

（単位：人）   

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

専門的相談支援（延べ） 36 55 45 

資料：健康課調べ 

 

【量の見込みと確保の内容】                                                

（単位：人）  

 

 

 

【参考】家庭児童相談件数                         

（単位：件） 

相談内容＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

養護相談 197 338 355 

保健相談 28 8 19 

障害相談 99 76 48 

非行相談 7 9 16 

性格行動相談 51 13 1 

不登校相談 38 45 29 

適正相談 25 13 15 

育児・しつけ相談 4 0 0 

その他の相談 22 9 18 

合  計 471 511 501 

   資料：子育て推進課調べ 

 

 

 

事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

養育支援訪問事業 

①量の見込み 20 20 20 20 20 

②確保の内容 20 20 20 20 20 

②－① 0 0 0 0 0 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行

うことにより、当該家庭の適切な養育を支援します。 
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（６）子育て短期支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取り組み状況等】 

  短期入所生活援助事業「ショートステイ事業」             （単位：人、日）   

利用者等＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

利用者数 1 4 0 

利用日数 2 46 0 

資料：子育て推進課調べ 

短期入所生活援助事業「ショートステイ事業」（障がい児等支援事業）   （単位：人、日）   

利用者等＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

利用者数 3 4 5 

利用日数 20 30 150 

資料：成人福祉課調べ 

   夜間養護等事業「トワイライトステイ事業」              （単位：人、日）   

利用者等＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

利用者数 22 21 9 

利用日数         158         130          46 

資料：子育て推進課調べ 

 

【量の見込みと確保の内容】                                                

（単位：人日）  

 

 

 
事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

子育て短期支援事業 

①量の見込み 116 161 163 162 161 

②確保の内容 116 161 163 162 161 

②－① 0 0 0 0 0 

保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となった

児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行います。（短期入所生活援助

事業「ショートステイ事業」及び夜間養護等事業「トワイライトステイ事業」） 

【短期入所生活援助事業「ショートステイ事業」】 

 保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が困難とな

った場合等に、児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設において養育・保護

を行います。 

【夜間養護等事業「トワイライトステイ事業」】 

 保護者が、仕事その他の理由により、平日の夜間又は休日に不在となり児童の養育が困

難となった場合等の緊急の場合に、児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設

において児童を預かります。宿泊も可能。 
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（７）ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ファミリー・サポート・センター事業の中には、「新庄市ファミリー・サポート・センター」 

及び「ファミリー・サポート・センターもがみ」が存在する。計画策定時には、「ファミリ 

ー・サポート・センターもがみ」のみであったが、平成２８年９月より「新庄市ファミリ 

ー・サポート・センター」を設立した。 

 

【取り組み状況等】 

  ファミリー・サポート・センター事業                

  （単位：人、日）   

利用者等＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

利用者数 －      13 5 

利用日数 － 46 5 

資料：子育て推進課調べ 

 

○ファミサポもがみ会員数（平成２６年４月１日現在） 

   協力会員  ２１名    依頼会員  １５名    両方会員   １名 

 

 

 

【量の見込みと確保の内容】                                             

   （単位：人日）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

①量の見込み 148 115 240 240 240 

②確保の内容 148 115 240 240 240 

②－① 0 0 0 0 0 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援

助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関す

る連絡、調整を行います。 

主に以下の内容で実施します。 

①幼稚園、保育所等の開始時刻前及び終了時刻後に児童を預かります。 

②幼稚園、保育所等への送迎を行います。（徒歩のみ） 

③通院、冠婚葬祭やリフレッシュのため児童を預かります。 
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（８）一時預かり事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取り組み状況等】 

  ①幼稚園の預かり保育                      （単位：箇所、人日）   

実施施設等＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施施設数 5 5 5 

延べ利用者 21,836 23,535 20,573 

資料：子育て推進課調べ 

  ②保育所の一時保育（認可外保育施設含む）            （単位：箇所、人日）   

実施施設等＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施施設数 12 11 11 

延べ利用者 2,142 1,416 1,896 

資料：子育て推進課調べ 

 

【量の見込みと確保の内容】                                               

 （単位：人日）  

事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

一時預かり事業 

（幼稚園の預かり保育） 

①量の見込み 19,767 18,759 15,000 15,000 14,500 

②確保の内容 19,767 18,759 15,000 15,000 14,500 

②－① 0 0 0 0 0 

一時預かり事業 

（保育所の一時保育） 

①量の見込み 1,271  993 1,000 1,000 1,000 

②確保の内容 1,271  993 1,000 1,000 1,000 

②－① 0 0 0 0 0 

家庭において、保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として

昼間において、幼稚園、保育所その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行

います。 

①幼稚園の預かり保育 

 教育時間終了後から在園児を対象として、就労形態の多様化に伴う社会要請に対応し、

保護者の就労支援と幼児の健やかに養育する環境を整備するため、預かり保育を行いま

す。 

②保育所の一時保育（認可外保育施設含む） 

保育所に通年入所している児童以外の児童で、下記の利用要件を満たす場合、一時的

に保育を行います。 

 ・利用要件 ○保護者の病気、けが、介護、看護、通院、冠婚葬祭など 

 ○保護者の不定期就労、リフレッシュ、買い物など 
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（９）延長保育事業 

 

 

 

 

 

 

 

※平成２８年４月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育認定を受けた児童について、通常の利用時間以外の時間において、保育所等において

保育を行います。 

 本市の基本保育時間は、午前８時３０分から午後４時３０分までと設定していますが、さ 

らに認可保育所では３時間２０分～４時間枠で、認可外保育施設では３時間～５時間２０分

枠で延長保育を実施しています。 

  

  

 

保育所を利用できる時間については、「保育短時間」・「保育標準時間」のどちらの区分で

認定されているかによって異なります。 

原則として、就労などの「保育を必要とする理由」の時間が保育時間となり、下記の認

定時間は、最長で利用することのできる保育時間です。 

＜保育短時間＞ 通常保育時間の８時間を利用可能な時間帯 

＜保育標準時間＞ 通常保育時間を含む最長１１時間を利用可能な時間帯 

設定されている保育時間を超えて保育所を利用することもできますが、保育料の他に「延

長保育料」が加算されます。延長保育が利用できる時間帯は、各保育所の開所時間により

異なります。 

らに認可保育所では３時間２０分～４時間枠で、認可外保育施設では３時間～５時間２０

分枠で延長保育を実施しています。 
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【取り組み状況等】 

 保育時間の設定区分（平成２６年４月１日現在）             （単位：箇所） 

  

資料：子育て推進課調べ 

 

延長保育利用者数（平成２６年４月１日現在）                

（単位：人） 

資料：子育て推進課調べ 

【量の見込みと確保の内容】                                               

 

 （単位：人） 

市立 民間立
午前６時３０分～午前８時３０分 1
午前７時００分～午前８時３０分 2
午前７時１５分～午前８時３０分 1
午前７時３０分～午前８時３０分 3 1 4
午前７時４０分～午前８時３０分 1
午前８時００分～午前８時３０分 1

基本保育 午前８時３０分～午後４時３０分 3 2 9

午後４時３０分～午後６時３０分 1
午後４時３０分～午後６時５０分 3
午後４時３０分～午後７時００分 4
午後４時３０分～午後７時１０分 2
午後４時３０分～午後７時１５分 1
午後４時３０分～午後７時３０分 1 1
午後４時３０分～午後７時５０分 1

延長保育

認可保育所
実施施設数

認可外保育施設
開設時間帯区分

延長保育

市立 民間立
午前６時３０分～午前８時３０分 36
午前７時００分～午前８時３０分 93
午前７時１５分～午前８時３０分 92
午前７時３０分～午前８時３０分 71 55 90
午前７時４０分～午前８時３０分 8
午前８時００分～午前８時３０分 5

午後４時３０分～午後６時３０分 9
午後４時３０分～午後６時５０分 99
午後４時３０分～午後７時００分 64
午後４時３０分～午後７時１０分 97
午後４時３０分～午後７時１５分 93
午後４時３０分～午後７時３０分 78 37
午後４時３０分～午後７時５０分 58

延長保育

区分 開設時間帯
延長保育利用者数

認可保育所
認可外保育施設

事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目
(H27) 

2 年目
(H28) 

3 年目
(H29) 

4 年目
(H30) 

5 年目
(H31) 

延長保育事業 

①量の見込み 94 77 80 80 80 

②確保の内容 94 77 80 80 80 

②－①  0  0   0  0 0 



15 

 

（１０）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取り組み状況等】 

  病後児保育                            

（単位：箇所、人日）   

実施施設等＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施施設数            1            1            1 

延べ利用者（市内） 660 610 409 

延べ利用者（市外） 209 379 331 

資料：子育て推進課調べ 

 

※病児保育の実績はありません。 

                           

【量の見込みと確保の内容】                                               

 （単位：人日）  

事業名 内 容 

実績値(H29 は見込) 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

病児保育事業 

(病児・病後児対応型) 

①量の見込み 529 202 200 200 200 

②確保の内容 529 202 200 200 200 

②－① 0 0 0 0 0 

児童が発熱等で急に病気になった場合、病院・保育所等に付設された専用スペース等に

おいて、看護師等が一時的に保育を行います。 

【病児対応型】  

 児童が病気の「回復期に至らない場合」であり、かつ、当面の症状の急変が認められな

い場合において、当該児童を病院、保育所等に付設された専用スペース又は本事業のため

の専用施設で一時的に保育する事業。 

【病後児対応型】 

 児童が病気の「回復期」であり、かつ、集団保育が困難な期間において、当該児童を病

院・保育所等に付設された専用スペース又は本事業のための専用施設で一時的に保育する

事業。 
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（１１）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 

 

 

 

 

 

 

【取り組み状況等】 

 

  ①放課後児童クラブ（公設民営）                    

（単位：箇所、人）   

実施施設等＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施施設数            3            3            3 

低学年利用者数 154 133 118 

高学年利用者数            0            0            0 

   ※各年度 5月 1 日現在                          資料：子育て推進課調べ 

 

  ②放課後児童クラブ（民設民営）                  

 （単位：箇所、人）   

実施施設等＼年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施施設数            6            6            7 

低学年利用者数 91 91 102 

高学年利用者数 36 45 48 

 ※各年度 5月 1 日現在                          資料：子育て推進課調べ 

 

【量の見込みと確保の内容】                                            

（単位：箇所、人）  

事業名 内 容 

実績値 計画値 

1 年目

(H27) 

2 年目

(H28) 

3 年目

(H29) 

4 年目

(H30) 

5 年目

(H31) 

放課後児童健全育成事業 実施施設数 10   10   10   10   10 

放課後児童健全育成事業 

（低学年 1～3 年生） 

①量の見込み 289 295 290 300 300 

②確保の内容 289 295 290 300 300 

②－① 0 0 0 0 0 

放課後児童健全育成事業 

（高学年 4～6 年生） 

①量の見込み 58 63 75 80 80 

②確保の内容 58 63 75 80 80 

②－① 0 0 0 0 0 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、放課後や週末

等に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な

育成を図ります。                 
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（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業（新規） 

   

 

 

 

 【実費徴収に係る補足給付を行う事業のイメージ図】  

     

                             ・事前に徴収の理由や金額を説明 
し、選択できるようにする。 

                                      ・低所得者については、徴収を免 

除する。 
                                        
                              

・国が対象範囲と上限額を設定す 
る。 

                                      ・低得者に対しては、公費による負担軽減

を実施する。 

 

 
                                                     ・基本的な保育料については、国 

が示す公定価格を踏まえて、市 
が条例により利用者負担額を設 
定する。          

 

 

※平成２７・28年度の実績はありません。 

                           

（１３）多様な事業者の参入を促進する事業（新規） 

   

 

 

 

 

 【多様な事業者の参入を促進する事業のイメージ図】  

  

     

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

※平成２７・28年度の実績はありません。                    

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して、保護者が支払う

べき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加

に要する費用等を助成します。 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者

の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を支援します。 

学校法人 

地域型保育事業者 

株式会社 

社会福祉法人 

多様な主体の 
参入促進 

支援チーム 
(新庄市) 
参入促進 

 

・新規施設に対する実地 

支援 

 

・相談、助言 

 

・小規模保育事業等の連

携施設のあっせん 

 

 

 

 

・安定的かつ継

続的な事業運

営 

 

・多様な事業者

の能力の活用 

 

・特別な支援が

必要な子ども

の受け入れ 

その他の徴収 

（特別カリキュラムなど） 

実費徴収 

(教材費、行事参加費など) 

 

 

保 育 料 

本事業による低所

得者の負担軽減 

上
乗
せ
部
分 

基
本
部
分 
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資料集 

 

事業計画(中間改訂版)の策定経過 

期  日 会 議 等 内  容 

H29. 5.26 新庄市子ども・子育て会議 

・第１回会議 

・教育・保育施設の新制度への移行状況につい 

て 

・子ども・子育て支援事業計画の中間評価につ 

いて   

・子ども・子育て支援事業計画の見直しについ 

て   

・２９年度スケジュールについて 

H29. 7.21 新庄市子ども・子育て会議 

・第２回会議 
・事業計画の中間評価案の検討について 

H29. 8  

～H29. 9 

 ・委員改選に向けた業務 

H29.10.17 新庄市子ども・子育て会議 

・第３回会議 
・子ども・子育て会議について 

・これまでの経過及び今後のスケジュールにつ 

いて 

・事業計画の中間評価の確認について 

・事業計画の見直し案の検討について 

H29.11.22 庁内会議 

・政策調整会議 
・事業計画の見直し案の報告 

 

H29.12.11 新庄市議会 

・産業厚生委員協議会 

・事業計画の見直し案（パブリックコメント公 

 表案）の説明 

H29.12.22 

～H30. 1.21 
 ・パブリックコメントの実施 

 

H30. 2.22  新庄市子ども・子育て会議 

・第４回会議 
・事業計画の見直しの確認について 

・特定教育・保育施設等の利用定員の設定に係 

る意見聴取について 

・平成３０年度子育て推進課事業（重点事業） 

の概要について 

・平成３０年度スケジュールについて 

H30. 3  ・事業計画(中間改訂版)の策定 
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資料集 

           

          新庄市子ども・子育て会議 委員名簿   平成 30 年 3月 1 日現在 

区  分 氏  名 所属・役職名等 備  考 

学 識 経 験 者 本澤 昌紀 
前新庄市民生委員児童委員協議会連

合会会長 

会長(H29.9.30 まで) 

学 識 経 験 者 川田 宣彦 
新庄市民生委員児童委員協議会連合

会会長 

会長 

学 識 経 験 者 佐藤 周一 新庄市区長協議会理事 副会長 

教育・保育関係者 早坂 祐司 新庄市立升形小学校校長  

教育・保育関係者 金澤 友治 
学校法人金沢学園認定こども園金沢

幼稚園理事長 

 

教育・保育関係者 柴田 節子 なかよし保育園園長  

教育・保育関係者 阿部  彰 
社会福祉法人みらいパリス保育園園

長 

 

教育・保育関係者 井上貴恵子 新庄市中央学童保育所所長  

教育・保育関係者 星川喜代子 新庄市萩野児童センター館長  

教育・保育関係者 髙橋美智子 新庄市立中部保育所所長  

教育・保育関係者 梁瀬 浩子 新庄市地域子育て支援センター所長  

子育て支援関係者 川又真貴子 
ＮＰＯ法人オープンハウスこんぺい
とう理事長 

 

子育て支援関係者 齊藤千惠子 ＮＰＯ法人くれよんはうす代表理事  

子育て支援関係者 涌井 朋子 ママ・ナビ編集委員会代表  

公 募 委 員 小野  恵   

公  募  委  員 沼澤 光洋  (H29.9.30 まで) 

公  募  委  員 今田由香里   

( )書きは前任者、委嘱・任命時の役職等。 
 

          

         新庄市子ども・子育て会議 事務局名簿   平成 30 年 3月 1 日現在 

所属・役職名等 氏  名 備  考 

学校教育課課長 齊藤 民義  

健康課課長 田宮 真人  

子育て推進課課長 滝口 英憲  

子育て推進課室長 荒田 明子 子育て企画室 

子育て推進課室長 西田 裕子 保育推進室 

子育て推進課保育推進主査 三原みゆき 保育推進室 

子育て推進課子育て企画主査 佐藤 朋子 子育て企画室 

( )書きは前任者、委嘱・任命時の役職等。 
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資料集 

 

○新庄市子ども・子育て会議条例 
平成２５年９月 

条例第２８号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第７７条第１ 

項の規定に基づき、新庄市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を置く。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（所掌事務） 

第３条 会議は、法第７７条第１項各号に掲げる事務を処理するほか、市長が必要と認める事項 

 を調査し、及び審議する。 

（組織） 

第４条 会議は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 教育又は保育に関係する団体の推薦を受けた者 

（３） 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

（４） 公募の市民（子どもの保護者） 

（５） その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員を生じた場合における補欠の委員の任期は、 

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第６条 会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により選任し、副会長は会長が指名する。 

３ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに 

 よる。 

４ 会長が必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見若しくは説明を 

 聴き、又は委員以外の者に対し、資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 会議の庶務は、子育て推進課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定 

める。 

附 則 

この条例は、平成２５年１０月１日から施行する。 
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新庄市子ども・子育て支援事業計画 

(中間改訂版) 
 

平成３０年３月 
   

発行  山形県新庄市 
  編集  子育て推進課  
     

    〒９９６－８５０１ 
        新庄市沖の町１０番３７号 
        電 話  （０２３３）２２－２１１１  
        ＦＡＸ  （０２３３）２３－２４６９ 


